
(12) 「区のおしらせ　ちゅうおう」は区役所、特別出張所、区民館などの区施設、コミュニティバス、区内公衆浴場、一部金融機関、百貨店、ファミリーマート（一部店舗を除く）、都営地下鉄の駅（東銀座・宝町・築地市場・日本橋・人形町・東日本橋・馬喰横山・浜町・勝どき・月島）、東京メトロの駅（京橋・銀座・東
銀座・新富町・築地・八丁堀・三越前・日本橋・人形町・茅場町・小伝馬町・水天宮前・月島）、ＪＲの駅（新日本橋・馬喰町）、文化堂でも配布しています。
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　デフレ完全脱却のための総合経済
対策における物価高への支援を目的
に、定額減税の実施と併せて、減税
しきれないと見込まれる方に対して
給付金を支給します。
支給対象
　次の㋐・㋑・㋒の全てに該当する
納税者
㋐�基準日（令和６年６月３日）におい
て、令和６年度特別区民税・都民
税所得割額が中央区から課税され
ていること
㋑�基準日時点で納税者および控除対

象配偶者を含めた扶養親族（国外
居住者を除く）の数に基づき算定
される定額減税可能額が、令和６
年分推計所得税額または令和６年
度特別区民税・都民税所得割額を
上回る（減税しきれない）こと
㋒�納税者本人の合計所得金額が1,805
万円以下であること
◎�定額減税可能額は減税対象人数
（納税義務者本人＋扶養親族数）１
人につき所得税３万円、特別区民
税・都民税１万円となります。

　電力・ガス・食料品などの価格高
騰による負担増を踏まえ、特に家計
への影響が大きい低所得の世帯に対
する支援を目的として重点支援給付
金を支給します。
支給対象
　次の①～③の全てに該当する世帯
①�基準日（令和６年６月３日）におい
て、中央区の住民基本台帳に記録
されている世帯
②�世帯全員が令和６年度住民税の
「非課税者」または「均等割のみ課
税者」である世帯（条例により住民
税が免除されている世帯や生活保
護世帯を含む）

③�令和５年度に実施した同給付金
（７万円給付）の対象でない世帯
◎�親（住民税所得割課税者）に扶養さ
れている一人暮らしの学生や子
（住民税所得割課税者）に扶養され
ている高齢者夫婦の世帯など、世
帯全員が住民税所得割が課税され
ている他の親族などの税法上の扶
養を受けている世帯は対象外
支給額
　１世帯当たり10万円
◎�１世帯１回限り。転入世帯で他自
治体で本給付金に相当するものを
受給済み、または受給対象の場合
は中央区では対象となりません。

消火器の販売と回収
　火災発生時の初期消火に効果的な
消火器について家庭内への設置を促
進するため、区が消火器購入費用な
どの一部を負担して販売します。ま
た、古い消火器も併せて回収します。
対　象
　区内在住者（１世帯当たり販売１
本、回収１本まで）
申し込み方法
　７月１日～９月30日（消印有効）に
所定の申込用紙に必要事項を記入の
上、申込先に郵送またはファクスで
申し込む。またはＥメールで件名を
「中央区消火器設置促進事業」とし①
郵便番号・住所②氏名③電話番号④
申し込み番号・販売価格⑤自宅が木
造住宅か否かを入力して申し込む。
◎�申込用紙は区施設で配布する他、
茜からダウンロードできます。
◎�申し込み番号や価格については申
込用紙または茜をご覧ください。
◎配送先は区内に限ります。
◎�法律上、設置義務のある場所への
設置を目的とした申し込みはでき

ません（事業所用や集合住宅用の
共用部用としては不可）。
逢・申込先
　〒104－0052
　中央区月島２－20－15
　船山㈱東京本店
　�☎（３５３２）３６０１
　（電話申し込み不可）
　ＦＡＸ（３５３２）１１１９
絢�chuo-syokaki@funayama.co.jp

感震ブレーカーの配布
　災害時において停電から電気が復
旧した際に起きる火災（通電火災）や
これに伴う延焼火災を防止するため、
感震ブレーカーを無償配布・設置し
ます。
対　象
　別表のとおり
申し込み方法
　７月１日～12月27日（消印有効）に
次のいずれかの方法で申し込む。
①�所定の申込用紙に必要事項を記入
の上、郵送、ファクスで申込先に
送付する。

②�Ｅメールの件名に「中央区感震ブ
レーカーの配布」と明記し、記入
した申込用紙のデータまたは写真
をメールに添付して送信する。
③�申し込みフォームから申し込む。
◎�申込用紙は区施設で配布する他、
茜からダウンロードできます。
◎設置先は区内に限ります。
◎�木造住宅にお住まいの方は、簡易
型のみの配布となります。
◎�高齢の方、障害のある方は簡易型、
コンセント型のどちらかを選択で
きます。

②特別区民税・都民税控除不足額
②＜０の場合は０

①所得税分控除不足額
①＜０の場合は０令和６年分推計所得税額（減税前）＝令和５年分所得税額

令和６年度分特別区民税・都民税額（減税前）

定額減税可能額３万円×（本人＋扶養親族数）

定額減税可能額１万円×（本人＋扶養親族数）

❶所得税分控除不足額の算出方法

❷特別区民税・都民税分控除不足額の算出方法

－

－

＝

＝

令和６年分所得税額は令和６年には確定しないため、前年の令和５年分所得税額により、令和６年分所得税額を推計する。

定額減税額を控除しきれないと
見込まれる方への給付金（調整給付金）

火災防止対策事業をご活用ください

令和６年度電力・ガス・食料品等
価格高騰重点支援給付金

別表
区　分 対　象 設置器具

（1世帯に1個）
木造住宅 木造住宅に居住する世帯 簡易型

高齢者

①�65歳以上で要介護2以上の寝たきりの方が属する世
帯

②65歳以上のひとり暮らし世帯
③�65歳以上の方を含む60歳以上の方だけで構成され
る世帯

④�65歳以上の方の他のご家族が就労、就学などで日
中などに不在となり、②または③と同様の状態とな
る世帯

簡易型・コンセント
型のどちらかを選択

障害者

①�身体障害者手帳を所持する視覚障害者が属する世帯
②�身体障害者手帳4級以上を所持する肢体不自由者が
属する世帯

③�愛の手帳3度以上を所持する知的障害者が属する世帯
④�精神障害者保健福祉手帳2級以上を所持する方が属
する世帯

簡易型・コンセント
型のどちらかを選択

「こども加算」について
　本給付金の対象世帯の中で、基準
日（令和６年６月３日）時点で18歳以
下の児童（平成18年４月２日生まれ
以降の児童）を扶養している世帯は、
こども加算給付の対象となります。
こども加算の支給額は、対象児童１
人当たり５万円です。
◎�基準日以降に出生した児童につい
ても、対象になりますので、逢ま
でご連絡ください。
提出方法など
　対象と思われる世帯には７月中旬
以降、支給要件確認書を順次送付し
ます。確認書の記載内容を確認の上、
必要事項を記入し、必要書類を添付
して返信用封筒で返送してください。
その後書類を確認し、支給決定や振
込日を通知します。
◎�対象と思われる世帯で８月末まで

に確認書が届かない場合は、お問
い合わせください。

◎�区役所１階に中央区重点支援給付
金専用窓口を開設しています。

確認書提出期限
　10月31日（消印有効）
◎�確認書の提出がない場合、受給で
きません。

◎�住民税の申告がお済みでない方に
も確認書を送付する場合がありま
す。住民税所得割課税相当の収入
がある方が世帯の中にいる場合は
対象外となりますので、確認書は
返送しないようお願いします。

逢�中央区重点支援給付金コールセン
ター

　�☎（６２７８）８３９４
　�（平日午前８時30分～午
後５時、水曜日は午後７
時まで）

支給額
　定額減税可能額が減税前税額を上
回る（減税しきれない）と見込まれる
額（①および②により算出した控除
不足額を合算し、１万円単位で切り
上げた額）
◎�特別区民税・都民税の控除不足（減
税しきれない）額は、納税通知書
や税額通知書、対象者へ通知する
支給確認書で確認できます。
提出方法など
　対象者には７月下旬以降、支給確
認書や案内などを送付します。確認
書の記載内容を確認の上、必要事項
を記入し、本人確認書類の写しなど
を添えて返信用封筒で返送ください。
また、確認書の二次元コードから電

子申請（LoGoフォーム）もできます。
提出書類の確認後、支給決定や振込
日を通知します。
確認書提出期限
　10月31日（消印有効）
◎�確認書の提出がない場合、受給で
きません。

◎�７月１日から区役所２階に中央区
調整給付金専用窓口を開設します。

◎�調整給付金や定額減税の詳細は茜
をご覧ください。　

逢中央区調整給付金コールセンター
　�☎（６２８１）５０６６
　�（平日午前８時30分～午後５時、
水曜日は午後７時まで）

区茜▶

◀申し込みフォーム

◀区茜

逢・申込先
　〒940－8577
　新潟県長岡市稲保４－713－２
　�船山㈱中央区感震ブレーカー受付
係

　�☎（０１２０）９２９６７５
　（電話申し込み不可）
　FAX（０２５８）２５２７８２
絢�chuo-kanshin@funayama.co.jp

▲区茜


